
①市町村による空き家の特定・所有者調査
（課税情報も活用）

②空き家所有者に外部提供の意向確認
③空き家所有者の同意
④所有者情報を提供
⑤事業者と所有者の接触

空き家所有者情報の外部提供に関するガイドライン（試案）概要

○ 空き家対策については、除却のみならず、流通を中心とした利活用の促進が必要であり、そのためには、宅地建物取引業者等
の民間事業者との連携が重要。

○ 一方、空家特措法により、市町村の税務部局が保有する課税情報を、空き家対策のために市町村内部で利用できることとなった
が、課税情報を含む空き家所有者情報は、そのままでは、民間事業者等の外部に提供できない。

○ そのため、空き家所有者情報を外部に提供する際の法制的な整理、所有者の同意を得て外部に提供していく際の運用の方法
及びその留意点をガイドライン（試案）としてとりまとめた。市町村に活用していただきながら、今後更に内容の充実を図る。

３ ．市町村における先進的な取組

２．運用の方法及びその留意点１．法制的整理

・ 「空き家部局に所属する者」が、税務
部局から得た課税情報を外部提供して
も、地方税法の処罰の対象になること
はない。

・ 所有者本人の同意を得てその同意
の範囲内で外部提供する限り、個人
情報保護条例に抵触することはない。

・ 所有者本人の同意の範囲内で外部
提供する情報は「秘密」にあたらず、
地方公務員法に抵触することはない。

地方税法（秘密漏えい）との関係

個人情報保護条例との関係

地方公務員法（秘密を守る義務）
との関係

① 情報の提供先
例：〇〇協会△△支部及び所属事業者

② 提供先における利用目的
③ 提供される情報の内容

例：氏名、連絡先、利活用の意向、物件情報等

空き家所有者の同意

民間事業者等との連携方法

（１）同意取得の相手方 ： 所有者
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（３）同意取得の方法 ： 書面が望ましい

○ 市町村による民間事業者の登録制度
や市町村と事業者団体との協定等が考
えられる（市町村が積極的に関与）

○ 苦情対応やトラブル防止に配慮した
仕組みづくりが重要

・ 市町村の先進的な取組事例（京都市、松戸市、太田市）を、そのスキーム図や実際
に使用している同意書の書式等とともに紹介

事業者 　　所有者

税務部局

空家部局

②

③
④

①

⑤

空き家所有者情報の外部提供スキーム（イメージ）

（２）同意取得の内容 ：

・ 空家特措法により、課税情報を行政内
部で利用できるようになり、当該情報を
基に空き家所有者本人への接触も可能。
・ さらに、所有者本人の同意が得られれ
ば、課税情報を含む所有者情報を外部
提供することも可能。
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１．地方税法との関係 ２．個人情報の保護に関する条例との関係

・ 地方税法第22条において、地方税に関
する調査等に関する事務に従事している者
又は従事していた者がこれらの事務に関し
て知り得た秘密を漏らした場合等に処罰す
る旨規定。
・ 空き家部局に所属する者は、「地方税に
関する調査等に関する事務に従事している
者又は従事していた者」に当たらない。
・ このため、空き家部局に所属する者が税
務部局から得た課税情報を外部提供しても、
地方税法第22条に抵触しない。

【地方税法（抄）】
（秘密漏えいに関する罪）
第22条 地方税に関する調査（不服申立てに係る
事件の審理のための調査及び地方税の犯則事
件の調査を含む。）若しくは租税条約等の実施に
伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等
に関する法律 （昭和44年法律第46号）の規定に
基づいて行う情報の提供のための調査に関する
事務又は地方税の徴収に関する事務に従事して
いる者又は従事していた者は、これらの事務に関
して知り得た秘密を漏らし、又は窃用した場合に
おいては、２年以下の懲役又は100万円以下の
罰金に処する。

・ 市町村は、条例により個人情報の取扱い
を規定。
・ 全ての市町村で、個人情報保護条例を制
定し、条例で個人情報の目的外利用・外部
提供を制限。
・ 一般的にその例外として、本人の同意が
ある場合を規定。当該規定のある市町村に
おいては、あらかじめ所有者本人の同意を
得て、その同意の範囲内で外部提供する
限り、個人情報保護条例に抵触しないと考
えられる。

【京都市個人情報保護条例（抄）】
(個人情報の利用及び提供の制限)
第８条 実施機関は、個人情報取扱事務の目的を
超えて、個人情報(特定個人情報を除く。以下この
条において同じ。)を当該実施機関内で利用し、又
は当該実施機関以外のものに提供してはならな
い。ただし、次の各号のいずれかに該当するとき
は、この限りでない。
(１) （略）
(２) 本人の同意があるとき。
(３)～(５) （略）
２・３ （略）

３．地方公務員法との関係

・ 地方公務員法第34条第１項において、職
員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはな
らない旨規定。
・ 「秘密」とは、「一般的に了知されていな
い事実であって、それを一般に了知せしめ
ることが一定の利益の侵害になると客観的
に考えられるもの」とされているところ、あら
かじめ、所有者本人の同意を得て、その同
意の範囲内で所有者情報を外部提供する
場合、所有者本人の権利利益を不当に損
なうおそれがあるとは認められないため、
「秘密」に当たらない。
・ このため、所有者本人の同意の範囲内で
外部提供する場合は、地方公務員法第34
条第１項に抵触しないと考えられる。

【地方公務員法（抄）】
（秘密を守る義務）
第34条 職員は、職務上知り得た秘密を漏らして
はならない。その職を退いた後も、また、同様とす
る。
２・３ （略）

※「特定個人情報」とは、個人番号（マイナンバー）をその内容に含む個人情報

参考１：法制的整理について
○ 空家等対策の推進に関する特別措置法

・ 空家特措法第10条により、市町村の税務部局が保有する固定資産税の課税情報を、法律の施行のために必要な限度において、市町村内部
で利用できるようになり、当該情報を基に空き家所有者本人への接触も可能となった。

【空家等対策の推進に関する特別措置法（抄）】
（空家等の所有者等に関する情報の利用等）
第10条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情報であって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この
法律の施行のために必要な限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用することができる。
２・３ （略）
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参考２：運用の方法及びその留意点、市町村の先進的な事例

● 民間事業者等との連携方法
○ 市町村が積極的に関与するとともに、苦情対応やトラブル防止に配慮しな

がら、地域の実情に応じた仕組みとしていくことが必要。

【市町村が登録した者（例：京都市の空き家相談員）に情報提供する場合】

・ 実施要領等により、制度として定め、公開

・ 個人情報取扱いや登録抹消に係る規定の明示や、登録等事業

者への研修等によるトラブル防止、相談窓口設置による苦情対応

【民間事業者団体に情報を提供する場合】

・ 市町村と民間事業者団体間で協定を締結し、公開

・ 秘密保持違反の場合の対応等によるトラブル防止、相談窓口設

置による苦情対応等について、取り決め 等

① 駅周辺など利便性が高い地域等を重点取組地区に設定

② 課税情報も活用し，重点取組地区の空き家所在地及び空き家所有者を調査し，活用を働きかけ

③ 活用意向がある場合，地域の空き家相談員（宅地建物取引士）に取り次ぎ

概
要

２．活用の働きかけ

空 き家所有者

都 市 計 画 局
まち再生・創造推進室

行財政局税務部

京 都 市

重点取組地区

３．利活用の意向

地域の空き家相談員
( ２９７名 )

４．相談員取り次ぎ
（所有者同意が前提）

１．空き家調査

各種情報と現地調査に
基づき特定

５．報告

情報提供

・駅周辺

500m圏内

・平成２８

年度は，

4ヶ所（北

大路駅，二

条駅，丹波

橋駅，桂駅

周辺）設定

課 税 情 報

消防局

空 き 家 情 報

上下水道局

水道閉栓情報
相談対応

● 空き家所有者の同意
（１）同意取得の相手方

○ 同意取得の相手方は、空き家の所有者

○ 共有の場合は、共有者全員から同意を得ることが原則である

が、共有者の一部から同意を得られた場合には当該者の氏名や

連絡先を外部提供することは可能。

（２）同意取得の内容

○ ①情報の提供先、②提供先における利用目的、③提供される

情報の内容を明示の上、同意を取得することが必要。

○ 情報の提供先については、必ずしも個別の事業者名を記載す

る必要はなく、「○○協会△△支部及び所属事業者」などでの記

載も可能。

○ 空き家部局が他部局等から得た空き家所有者情報には、住所

や氏名の情報はあっても、連絡先（メールアドレス）や空き家等の

状況、空き家になった時期等の情報がない場合も多いため、こう

した情報を所有者から取得し、当該情報を提供することも有益。

（３）同意取得の方法

○ 後日のトラブル防止等の観点から、口頭ではなく、書面で行うこ

とが望ましい。

運用の方法及びその留意点

京都市の例
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